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１．盛土規制法改正の経緯

●盛土による災害

・令和３年７月、静岡県熱海市において、大雨により
盛土が崩落して大規模な土石流が発生。
→ 甚大な人的・物的被害が発生

●制度上の課題

・宅地の安全確保、森林機能の確保、農地の保全等を
目的とした各法律により、開発を規制。
→ 各法律の目的の限界等から、盛土等の規制が

必ずしも十分でないエリアが存在

危険な盛土等を全国一律の基準で包括的に規制する法制度が必要
「宅地造成等規制法」を「宅地造成及び特定盛土等規制法（通称：盛土規制法）」

に抜本的に改正。
2



２．宅地造成等規制法（旧法）からの主な変更点
内容 宅地造成及び特定盛土等規制法 宅地造成等規制法(旧法)

規制区域 宅地造成等工事規制区域、特定盛土等規制区域 宅地造成工事規制区域

規制対象
行為

全ての土地形状変更 ・宅地造成工事（宅地を造成する工事）
・宅地造成以外を目的とする盛土・切土
・土捨て行為や一時的堆積

宅地造成工事のみ
※宅地造成工事以外は
規制対象ではない

検査・
報告

定期報告、中間検査、完了検査
※開発許可をもって盛土規制法の許可とみなす場合にも、盛土規制法上の手続き
（定期報告、中間検査等）が必要

完了検査

手続・
審査事項

・災害防止のための安全基準に適合すること
・工事主が必要な資力・信用を有すること
・工事施行者が必要な能力を有すること
・土地の所有者等全員の同意を得ていること
※別途、許可後の工事主の氏名、盛土等が行われる土地の所在地等が公表される

災害防止のための安全基準に
適合すること

監督処分
の対象

工事主、請負人、下請人、現場管理者、土地所有者等
工事主、請負人、下請人、
現場管理者

既存盛土に対
する改善命令

規定あり 規定なし

罰則 ３年以下の懲役または1,000万円以下の罰金（法人重科３億円以下）
１年以下の懲役または50万円
以下の罰金 3



３．規制区域のイメージ

●宅地造成等工事規制区域と特定盛土等規制区域

・盛土等が崩れることにより人家などに被害を及ぼす可能性のあるエリアを指定
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４．奈良県における規制区域の考え方
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国が作成した基礎調査実施要領（規制区域編）に沿って、規制区域の候補区域
を抽出。



●奈良県では全域を規制区域とします。

・都市計画区域（大和都市計画区域・吉野三町都市
計画区域。奈良市域を除く。）は、全域が「宅地
造成等工事規制区域」となります。

・その他の区域は、基本的に「特定盛土等規制区
域」の候補区域となりますが、一部区域は「宅地
造成等工事規制区域」となります。

・詳細は奈良県ホームページに掲載しています。

https://www.pref.nara.jp/63548.htm

※奈良市域の規制区域は奈良市が指定します。

５．規制区域（案）
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６．許可申請から工事完了までの主な流れ

① 許可申請前 ②許可申請・許可 ③工事着手 ④工事完了

●事前協議

●土地の所有者
等全員の同意

※土地の所有者
等の全員の同
意が必要です

●周辺住民への
事前周知

※説明会の開催
等による工事
内容の周知が
必要です

●許可基準への適合
・災害防止のための安全基準
に適合すること
・工事主が必要な資力・信用
を有すること
・工事施行者が必要な能力を
有すること
・土地の所有者等全員の同意
を得ていること 他

●都道府県知事等の許可
・都道府県知事等は、工事主
の氏名、盛土等が行われる
土地の所在地等を公表

●現場での標識掲出
・工事現場の見やすい場所
に、当該工事に係る許可
を受けている旨の表示

●定期報告※１

・工事の施工状況について
３か月ごとに報告

●中間検査※１

・工事完了後に確認困難と
なる工程について検査

※１ 一定規模以上の盛土等が対象

●完了検査
・安全基準への
適合について
現地検査
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７．許可や届出の対象となる盛土等の規模
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８．法令による技術的基準
（①土地の形質の変更）
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８．法令による技術的基準
（②土石の堆積）

全項目、新規に規定
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９．排水施設の計画雨水量の算定における「降雨強度」の変更

計画雨水量の算定は、次の式を標準とする。

Ｑ＝１／３６０×Ｃ×Ｉ×Ａ

ただし、Ｑ；計画雨水量（㎥／sec）
Ｃ；流出係数
Ｉ；降雨強度（㎜／hr）

・大和川流域：１１６㎜／hr
・紀ノ川流域：大和川流域の値の１．２倍
・淀川流域 ： 〃 １．３倍
・十津川流域： 〃 ２．５倍
・北山川流域： 〃 ２．８倍

Ａ；集水面積（ha）

・現行技術基準の降雨
強度７５mm/hrが、山
間部での雨量と乖離し
ていることを踏まえ、
降雨強度の基準を見直
す。

・大和川流域の１１６
㎜/hrは、10 年確率降
雨の24 時間降雨継続時
間での10 分間最大降雨
強度によるもの。
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10．宅地造成等規制法改正による開発許可制度への影響
● 都市計画法の開発行為のうち、宅地造成等工事規制区域又は特定盛土等規制区域における
宅地造成及び特定盛土等である場合の主な取扱い

１．許可不要から許可みなしに変更
・盛土規制法の規定により、中間検査や定期報告等の対象

２．都市計画法第３３条第１項第７号（宅地の安全性）の基準の内容
・都市計画法の規定により、盛土規制法の技術的基準の適合が必要

３．都市計画法第３３条第１項第３号（排水施設）の基準の内容
・盛土規制法の技術的基準と整合を図るため、降雨強度値（75mm/hr→ 116mm/hr等）を見直し

４．都市計画法第３３条第１項第１２号（申請者の資力・信用）、第１３号（工事施行者の能力）の適用拡大
・都市計画法の規定により、自己居住用又は1ha未満の自己業務用であっても適用対象

（参考）開発許可制度の概要

目 的 良好な宅地水準の確保と市街化調整区域における開発行為等を抑制し、秩序ある市街地の形成を実現

規制内容 開発行為をしようとする場合には、開発許可権者の許可を得なければならない

対象行為 一定規模以上の開発行為：主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行う土地の区画形質の変更

許可基準
・技術基準 排水施設の確保、地盤の安全等に関する基準 ⇒ 良質な宅地水準を確保

・立地基準 市街化調整区域において許容される開発行為の類型を定める基準 ⇒ 市街化調整区域の性格を担保 12


